
 

 

個人情報保護規則 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、公益財団法人さわやか福祉財団（以下「本財団」という。）が保有す

る個人情報の開示、訂正、削除等を請求する会員等の権利を保護するとともに、個人情

報の適正な取扱いについて必要な事項を定めることにより、個人情報を保護し、もって

基本的人権の擁護と信頼される財団の実現を図ることを目的とする。ただし、「行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成 25 年法律第 27

号）に基づく個人番号やその内容を含む個人情報の取扱いに関しては、別に定める「特

定個人情報取扱規則」を優先させるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）個人情報 個人に関する情報で、特定の個人が識別され、又は識別され得るもので

あって、文書、図画、写真、フィルム、磁気テープ等に記録されるもの又は記録された

ものをいう。 

（２）会員等 本財団に自己に関する情報（以下「自己情報」という。）が保有されている

会員及び会員以外の者をいう。 

 

（本財団の責務） 

第３条 本財団は、個人情報を収集し、管理し、又は利用するに当たっては、基本的人権

を尊重し、個人情報を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 本財団の職員は、職務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

に使用してはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。 

  

第２章 個人情報の収集 

 

（収集の制限） 

第４条 本財団は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱う事業（以下「事業」

という。）の目的を明確にし、当該事業の目的を達成するために必要な最小限の範囲で、

適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

２ 本財団は、思想、信条、宗教、人種及び犯罪に関する個人情報並びに社会的差別の原

因となる事項に関する個人情報（以下「要注意情報」という。）を収集してはならない。

ただし、法令等に定めがある場合及び事業の目的を達成するために当該個人情報が必要

かつ欠くことができないと認められる場合は、この限りでない。 

 

（直接収集の原則） 

第５条 本財団は、個人情報を収集するときは、本人から直接収集しなければならない。



 

 

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

（１）本人の同意がある場合 

（２）法令等に定めがある場合 

（３）出版、報道等により公にされている場合 

（４）公益又は福祉の向上のために特に必要と認められる場合 

（５）個人の生命、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむを得ないと認

められる場合 

２ 本財団は、前項第５号の規定により本人以外の者から個人情報を収集したときは、速

やかにその事実を本人に通知しなければならない。 

 

第３章 個人情報の管理 

 

（適正管理の原則） 

第６条 本財団は、事業の目的を達成するため、個人情報を正確かつ最新の状態に保つよ

うにしなければならない。 

２ 本財団は、個人情報の漏洩、滅失及び毀損、破壊、改ざんの防止その他個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 本財団は、事業を適正に執行する上で保有する必要がなくなった個人情報については、

速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。ただし、歴史資料として保有されるも

のについては、この限りでない。 

４ 本財団は、個人情報を適正に管理するため、個人情報保護管理責任者を置かなければ

ならない。 

 

第４章 個人情報の利用 

 

（適正利用の原則） 

第７条 本財団は、個人情報を事業の目的に即して適正に利用しなければならない。 

 

（目的外利用の制限等） 

第８条 本財団は、事業の目的の範囲を超えた個人情報の利用（以下「目的外利用」とい

う。）をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでな

い。 

（１）本人の同意がある場合 

（２）法令等に定めがある場合 

（３）出版、報道等により公にされている場合 

（４）公益又は福祉の向上のために特に必要で、会員等の権利利益を侵害するおそれがな

いと認められる場合 

（５）個人の生命、健康又は財産に対する危険を避けるため、緊急かつやむを得ないと認

められる場合 

２ 本財団は、前項第５号の規定により目的外利用をしようとするときは、速やかにその

事実を本人に通知しなければならない。 

 



 

 

（外部提供の制限等） 

第９条 本財団は、事業の目的の範囲を超えて個人情報の本財団以外の者への提供（以下

「外部提供」という。）をしてはならない。ただし、前条第１項各号のいずれかに該当す

る場合は、この限りでない。 

２ 前条第２項の規定は、前項ただし書の規定により外部提供をする場合について準用す

る。 

 

第５章 電子計算機による処理 

 

（記録の制限） 

第１０条 本財団は、要注意情報を電子計算機（汎用電子計算機及びこれに類する機能を

有する機器で本財団で定めるものをいう。以下同じ。）に記録してはならない。 

 

（結合の原則的禁止） 

第１１条 本財団は、個人情報の電子計算機処理（電子計算機を利用して行う情報の入力、

蓄積、加工、検索、消去、出力又はこれらに類する処理をいう。）を行うために、オンラ

イン結合（本財団の電子計算機と本財団以外のものの電子計算機とを通信回線等により結

合し、本財団が保有する個人情報を本財団以外のものが入手し得る状態をいう）してはな

らない。ただし、公益又は福祉の向上のために特に必要な場合で、会員等の権利利益を不

当に侵害するおそれがないと認められるときは、この限りでない。 

 

第６章 自己情報の開示、訂正、削除等 

 

（開示の請求） 

第１２条 会員等は、本財団に対し、自己情報の閲覧、視聴又は写しの提供（以下「開示」

という。）を請求することができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による開示を

請求することができる。 

３ 本財団は、第１項又は前項の規定による開示の請求に係る自己情報が次の各号のいず

れかに該当する場合は、開示の請求に応じないことができる。 

（１）法令等の規定により開示をすることができない場合 

（２）本人又は第三者の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがあると認められる場

合 

（３）個人の評価、診断、判定、指導、相談、推薦、選考等に関するもので、本人に開示

をしないことが正当と認められる場合 

（４）取締り、調査、交渉、照会、争訟等に関するもので、開示をすることにより事業の

適正な執行に支障が生ずるおそれがあると認められる場合 

４ 本財団は、開示の請求に係る自己情報に、前項の規定により開示の請求に応じないこ

とができる自己情報とそれ以外の自己情報とがある場合において、それらを容易に分け

ることができ、かつ、分けても開示の請求の趣旨が損なわれないと認めるときは、開示

の請求に応じないことができる自己情報を除いて、開示の請求に応じなければならない。 

５ 本財団は、第３項の規定により、開示の請求に応じないこととした自己情報であって



 

 

も、期間の経過により、その理由がなくなったときは、開示の請求に応じなければなら

ない。 

６ 本財団は、自己情報の開示をすることにより当該自己情報を汚損し、又は破損するお

それがあると認められるときその他相当の理由があるときは、当該自己情報の開示に代

えて、その写しの開示をすることができる。 

 

（自己情報の存否に関する情報） 

第１３条 本財団は、開示の請求に係る自己情報の存在の有無を答えるだけで、前条第３

項各号に規定する開示の請求に応じないことができる情報を開示することとなるときは、

当該自己情報の存否を答えないこと（以下「存否応答拒否」という。）ができる。 

 

（訂正の請求） 

第１４条 会員等は、自己情報に誤りがあると認められるときは、本財団に対し、当該自

己情報の訂正を請求することができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正を

請求することができる。 

 

（削除の請求） 

第１５条 会員等は、本財団が第４条若しくは第５条第１項の規定に反して自己情報を収

集し、又は第１０条の規定に反して自己情報を電子計算機に記録したと認められるとき

は、本財団に対し、当該自己情報の削除を請求することができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法廷代理人は、本人に代わって前項の規定による削除を

請求することができる。 

 

（目的外利用及び外部提供の中止の請求） 

第１６条 会員等は、本財団が第８条第１項又は第９条第１項の規定に反して自己情報の

目的外利用又は外部提供をしたと認めるときは、本財団に対し、当該自己情報の目的外

利用又は外部提供の中止を請求することができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の規定による目的外

利用又は外部提供の中止を請求することができる。 

 

（開示等の請求方法） 

第１７条 第１２条から前条まで（第１３条を除く。）の規定により自己情報の開示、訂正、

削除又は目的外利用若しくは外部提供の中止（以下「開示等」という。）を請求しようと

する者は、氏名、住所及び理由を本財団に通知しなければならない。 

２ 前項の規定により開示等を請求しようとする者は、運転免許証、健康保険被保険者証

等本人を確認できる身分証明書を本財団に提示しなければならない。 

 

（開示等の請求に対する決定） 

第１８条 本財団は、前条第１項に規定する請求を受けたときは、遅滞なく当該請求に応

じるか否か又は存否応答拒否の決定をし、その旨を速やかに当該請求者に通知しなけれ

ばならない。 



 

 

２ 前項の場合において、開示等の請求に応じない旨の決定（開示等の請求の一部につい

て応じない旨の決定を含む。）又は存否応答拒否の決定をしたときは、その理由を併せて

通知しなければならない。 

 

（決定後の手続き） 

第１９条 本財団は、前条第１項の規定により自己情報の開示等の請求に応じる旨の決定

をしたときは、速やかに当該請求に応じなければならない。 

２ 本財団は、自己情報の訂正、削除又は目的外利用若しくは外部提供の中止の請求に応

じる旨の決定をしたときは、当該個人情報の外部提供を受けている者にその旨を通知す

る等必要な措置を講じなければならない。 

 

第７章 救済の手続き 

 

（苦情の処理） 

第２０条 本財団は、本財団の個人情報の取扱いに関する会員等の苦情に迅速かつ適正に

対応しなければならない。 

 

（費用負担） 

第２１条 この規則による自己情報の開示等に係る費用及び自己情報の写しの提供に要す

る費用は、本財団の負担とする。 

 

（委任） 

第２２条 この規則の施行について必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

附則 

 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附則 

 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附則 

 

この規則は、決議の日より施行し、平成２７年１２月１１日より適用する。 

 


